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Ⅰ　はじめに

オランダの企業会計がこれまで会計界で国際的に注目されてきたのは，リンパークにより

理論的な基礎を築かれた取替価値会計（Vangingswaardestelsel，Replacement Value

Accounting）と称されるオランダ型時価主義会計が制度的容認のもとに実践されてきたこと

である１）。そのなかでも，電気機器メーカのフィリップス社の取替価値会計は，会計界では，

オランダ型時価主義会計である取替価値会計を全面的に適用してきたことでその名を知られ

ている２）。フィリップス社はオランダ取替価値会計の代名詞にまでなっていた。

そのため，従来オランダの取替価値会計実践が取り上げられる場合には，主にフィリップ

ス社のケースであり，フィリップス社以外のケースについては余り知られていない。当のオ

ランダにおいてもフィリップス社以外のケースが紹介されるのは極めて稀である３）。フィリ

ップス社以外の企業が適用している取替価値会計がフィリップス社のそれとまったく同じで

あれば，ことさらフィリップス社以外の企業の取替価値会計を取り上げる必要もない。しか

し，オランダにおける取替価値会計の実践は一様ではなく，多様性に富んでいる。フィリッ

プス社以外のオランダ企業において取替価値会計はどのように形態で適用されているのかと

いうことは明らかにすべき興味ある問題である。

フィリップス社は 1951 年度から取替価値会計に全面的に依拠した基本財務諸表を作成開示

してきたが，1992 年度にはこの会計実践を取り止め，取得原価主義会計に全面的に依拠した

基本財務諸表を作成開示するように会計方針を変更した。オランダ取替価値会計の象徴的な

存在であったフィリップス社が取替価値会計から取得原価主義会計に転換しとことはエポッ

クメーキングな出来事であったので，オランダのマスコミでもセンセーショナルに取り上げ
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られた４）。

フィリップス社が取替価値会計から取得原価主義会計に移行した前後からオランダ企業会

計実践における取得原価主義会計指向性が一段と高まった。取替価値会計を適用してきた企

業の多くが取得原価主義会計に変更するなかにあって，オランダを代表するビール醸造メー

カーとしてその名を知られているハイネケン社（Heineken N.V.）５）は，EU 域内の上場企業

に IFRS が強制適用された直前の 2004 年度まで取替価値会計に全面的に依拠した基本財務諸

表を作成開示する会計実践を続けてきた唯一の企業である。ハイネケン社は 1955/1956 年度

に取替価値会計を部分的に適用し始め，その後取替価値会計を全面的に適用するようになり，

しかも，フィリップス社が取得原価主義会計に転換した 1992 年度以降さらに 13 年間も取替

価値会計を全面的に適用してきたわけである６）。この意味でも，ハイネケン社の取替価値会

計はオランダ取替価値会計実務を分析するための手掛りをえる一助となることは言うまでも

ない。しかし，不思議なことに，フィリップス社以外の企業の場合と同様に，このハイネケ

ン社の取替価値会計についてあまり知られていない７）。

そこで，小稿では，手許にあるハイネケン社の年次報告書を手掛りにその取替価値会計の

構造と特質を明らかにすることにする。オランダ取替価値会計実務とハイネケン社の取替価

値会計実務との異同にも触れる。

Ⅱ　オランダ取替価値会計実務の多様性と類型化

ハイネケン社の取替価値会計の特質を明らかにするためにまず，ハイネケン社以外の取替

価値会計実務が一様ではなく，多様性に富んでいることを確認する８）。

（１）取替価値会計と取得原価主義会計の適用・実践の意味

他の国々と異なったオランダ企業会計の特質として従来から指摘されてきたことは，取得

原価主義会計と同様に取替価値会計が制度的に容認されている，ということである。それは，

オランダの会計制度が基本財務諸表を取替価値会計によって作成・開示することを容認して

いるということであり，基本財務諸表の作成・開示に対してはあくまでも取得原価主義会計

の適用を強制し，補足財務諸表の作成・開示に際してのみ取替価値会計の適用を認めている

にすぎない，という意味ではない。

そのため，オランダでは以前から，基本財務諸表を取替価値会計に基づいて作成・開示す

る企業もあれば，取得原価主義会計によって基本財務諸表を作成・開示する企業もあるわけ

である。

そこで，オランダの企業会計の実務は，基本財務諸表を取替価値会計に基づいて作成・開

示しているのか，それとも取得原価主義会計に基づいて基本財務諸表を作成・開示している
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のか，という観点から大別することができる。ここでは，取替価値会計に基づいて基本財務

諸表を作成・開示する会計実践を取替価値会計の適用もしくは実践ということにし，取得原

価主義会計に基づいて基本財務諸表を作成・開示する会計実践を取得原価主義会計の適用も

しくは実践ということにする。したがって，取替価値会計適用（実践）企業という場合，基

本財務諸表を取替価値会計に基づいて作成・開示している企業を指しているし，取得原価主

義会計適用（実践）企業という場合，基本財務諸表を取得原価主義会計に基づいて作成・開

示している企業を指している９）。

（２）取替価値会計実践の類型化

取替価値会計はもともと，実体資本維持を目的とした損益計算の方法である。損益計算書

に費用計上する費用性資産（費用性有形固定資産・棚卸資産）の費消部分を取替価値基準で

評価し，実現収益と対応させて損益計算を行うものである。したがって，減価償却費や売上

原価もしくは原材料費は，損益計算書には取替価値基準で費用計上されることになる。費用

性資産の費用評価を取替基準で行う前提として，その在高評価も取替価値基準で行う場合が

多い。

そこで，費用性資産である費用性有形固定資産と棚卸資産について，その在高評価と費用

評価を取替価値基準とするのか，取得原価基準とするのか，という観点から，評価基準の組

み合わせによって評価方法の諸類型を一覧にすると，表Ⅰのように，機械的には 16 個の組み

合わせが考えられる｡

オランダでは，在高評価（貸借対照表）と費用評価（損益計算書）は同一の評価基準によ

るものとされている。在高評価を取替価値基準で行う場合には，費用評価も取替価値基準で

行わなければならなし，在高評価を取得原価基準で行うときには，費用評価も取得原価基準

で行わなければならない。したがって，在高評価を取替価値基準で行うものの，費用評価を

取得原価基準で行うことはできないわけである。反対に，在高評価を取得原価基準で行うが，

費用評価を取替価値基準で行うことは容認されている 10）。

この結果，表の類型１から類型５，類型７および類型９の計７つの類型が取替価値会計と

して容認されるものといえる。類型６と類型８および類型 10 から類型 15 の計８つの類型は，

容認されないものである。最後の類型 16 がいわゆる取得原価主義会計である。

では，表Ⅰのうち取替価値会計として制度上も容認されることになる類型１から５，７お

よび９はいずれも，オランダの取替価値会計適用企業において，具体的に適用されているの

だろうか。

そこで，EC4 号指令の国内法化した民法典第 2巻第 8章が施行された 1984 年の前年から筆

者が年次報告書を収集した調査対象企業のうち取替価値会計適用企業と看做すことができる

企業では，表Ⅰの類型１，類型３，類型４，類型５，類型７および類型９の 6 類型が現実に
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表Ⅰ 取替価値基準と取得原価基準による評価方法の諸類型

（注）RV：取替価値（Replacement Value） HC：取得原価（Historical Cost）



実践されていることが確認できる。このうち類型３は，費用性有形固定資産の在高評価と費

用評価をともに取替価値基準で行うものであるが，現実の実践状況を子細に見ると，主要な

費用性有形固定資産の在高評価と費用評価を取替価値基準としている企業と費用性有形固定

資産のうち建物についてのみ在高評価と費用評価を取替価値基準としている企業に区別する

ことができる。しかも，取替価値会計適用企業においてその比重は増してきた。

この結果，オランダの取替価値会計適用企業における取替価値会計実践は，表Ⅱで示され

ているように，７つの類型に大別することができる。表Ⅱでは，取替価値会計の７類型ばか

りではなく，それと取得原価主義会計との異同が明確になるように，取替価値会計の７類型

と取得原価主義会計の識別基準を一覧にしている 11）。
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表Ⅱ 取替価値会計の７類型と取得原価主義会計の識別基準

（注）RVA：取替価値会計（Replacement Value Accounting）

HCA：取得原価主義会計（Historical Cost Accounting）

RV：取替価値（Replacement Value） HC：取得原価（Historical Cost）



オランダ語では，取替価値は vervangingswaarde，取替価値会計は vervangingswaarde-

stelsel, vervanvingswaardemethode 等と表記されるが，小稿では，便宜上，取得原価と取得

原価主義会計とともに，次のように英文表記の略語で示す。

取替価値：RV（Replacement Value）

取替価値会計：RVA（Replacement Value Accounting）

取得原価：HC（Historical Cost）

取得原価主義会計：HCA（Historical Cost Accounting）

表Ⅱで示した取替価値会計の７類型の特質を明らかにするために，必要な部分について基

本的な会計処理および基本財務諸表上の処理（表示）を示すことにする 13）。

RVA ・Ⅰ型――全費用性資産（費用性有形固定資産と棚卸資産）の在高評価と費用評価を

ともに取替価値基準で行う会計方法であり，いわゆる取替価値会計の全面

的適用型である。

【会計処理】

再評価の処理

（固　定　資　産） xxx （再評価準備金） xxx

RV― HC

（棚　卸　資　産） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

棚卸資産の費消（売却）の処理：

（売　上　原　価） xxx （棚　卸　資　産） xxx

RV

固定資産費消（減価償却）の処理

（減 価 償 却 費） xxx （減価償却累計額） xxx

RV

〈基本財務諸表上の処理〉

P/L B/S

売上高　　　xxx 固　定　資　産

売上原価　　xxx（RV） 取　替　価　値　　　xxx

減価償却費　xxx（RV） RV減価償却累計額　 xxx xxx
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棚　卸　資　産

取　替　価　値　　　　　 xxx

RVA ・Ⅱ型――費用性資産のうち費用性有形固定資産（償却資産）の在高評価と費用評価

をともに取替価値基準で行う会計方法である。これは，取替価値会計の部

分的適用型の一種である。

【会計処理】

固定資産の再評価の処理

（固　定　資　産） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

固定資産の費消（減価償却）の処理

（減 価 償 却 費） xxx （減価償却累計額） xxx

RV

〈基本財務諸表上の処理〉

P/L B/S

売上高　　　xxx 固　定　資　産

売上原価　　xxx（HC） 取　替　価　値　　　xxx

減価償却費　xxx（RV） RV減価償却累計額　 xxx xxx

棚　卸　資　産

取　得　原　価　　　　　 xxx

RVA ・Ⅲ型――RVA・Ⅱ型と類似しているが，費用性有形固定資産のうち建物について

のみ，その在高評価と費用評価を取替価値基準とする会計方法である。建

物以外の費用性有形固定資産について，在高評価と費用評価は取得原価基

準によって行うことになる。

【会計処理】

建物の再評価の処理

（建　　　　　物） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

建物の費消（減価償却）の処理

（建物減価償却費） xxx （建物減価償却累計額） xxx

RV
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〈基本財務諸表上の処理〉

P/L B/S

売上高　　xxx 固　定　資　産

売上原価　xxx（HC） 建　　物

減価償却費 取　替　価　値　　　xxx

建　　物　xxx（RV） RV減価償却累計額　 xxx xxx

建物以外　xxx（HC） 建物以外

取　得　原　価　　　xxx

HC減価償却累計額　 xxx xxx

棚　卸　資　産

取　得　原　価　　　　　　 xxx

RVA ・Ⅳ型――費用性有形固定資産の在高評価は取得原価基準とするものの，その費用評

価は取替価値基準とするとともに，棚卸資産の在高評価と費用評価は取替

価値基準とする会計方法である。これは，損益計算上，RVA Ⅰ型と同じ

結果となる。

【会計処理】

棚卸資産の再評価の処理

（棚　卸　資　産） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

棚卸資産の費消（売却）の処理

（売　上　原　価） xxx （棚　卸　資　産） xxx

RV

固定資産の費消（減価償却）の処理

HC

（減 価 償 却 費） xxx （減価償却累計額） xxx

（追加減価償却費） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

〈基本財務諸表上の処理〉

P/L B/S

売上高　　　xxx 固　定　資　産
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売上原価　　xxx（RV） 取　得　原　価　　　xxx

減価償却費　xxx（RV） HC減価償却累計額　 xxx xxx

棚　卸　資　産

取　替　価　値　　　　　 xxx

RVA ・Ⅴ型――費用性有形固定資産も棚卸資産も在高評価については取得原価基準で行う

が，費用評価については取替価値基準で行う会計方法である。これは，

RVA ・Ⅳ型とは，棚卸資産の在高評価を取得原価基準とする点では異な

っているが，費用性資産の費用評価を取替価値基準とすることは全く同じ

であるし，当然，RVA・Ⅰとも同じ損益計算上の結果をもたらす。

【会計処理】

棚卸資産の費消（売却）の処理

HC

（売　上　原　価） xxx （棚　卸　資　産） xxx

（実体維持必要追加費用額） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

固定資産の費消（減価償却）の処理

HC

（減 価 償 却 費） xxx （減価償却累計額） xxx

（追加減価償却費） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

〈基本財務諸表上の処理〉

P/L B/S

売上高　　　xxx 固　定　資　産

売上原価　　xxx（RV） 取　得　原　価　　　xxx

減価償却費　xxx（RV） HC減価償却累計額　 xxx xxx

棚　卸　資　産

取　得　原　価　　　　　 xxx

RVA ・Ⅵ型――費用性有形固定資産の費用評価のみを取替価値基準で行い，在高評価につ

いては取得原価基準とする会計方法である。P/L に計上する減価償却費を

取替価値基準とする点では，RVA・Ⅱ型と同じである。
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【会計処理】

固定資産の費消（減価償却）の処理

HC

（減 価 償 却 費） xxx （減価償却累計額） xxx

（追加減価償却費） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

〈基本財務諸表上の処理〉

P/L B/S

売上高　　　xxx 固　定　資　産

売上原価　　xxx（HC） 取　得　原　価　　　xxx

減価償却費　xxx（RV） HC減価償却累計額　 xxx xxx

棚　卸　資　産

取　得　原　価　　　　　 xxx

RVA ・Ⅶ型――費用性資産のうち棚卸資産についてのみ在高評価と費用評価を取替価値基

準で行ない，費用性有形固定資産については在高評価も費用評価も取得原

価基準とする方法である｡

【会計処理】

棚卸資産の再評価の処理

（棚　卸　資　産） xxx （再評価準備金） xxx

RV ―HC

棚卸資産の費消（売却）の処理

（売　上　原　価） xxx （棚　卸　資　産） xxx

RV

〈基本財務諸表上の処理〉

P/L B/S

売上高　　　xxx 固　定　資　産

売上原価　　xxx（RV） 取　得　原　価　　　xxx

減価償却費　xxx（HC） HC減価償却累計額　 xxx xxx

棚　卸　資　産

取　替　価　値　　　　　 xxx
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Ⅲ　取替価値会計の７類型と取得原価主義会計の会計処理と基本財務諸表上の処理

ハイネケン社の取替価値会計の特質を確認する手懸りを得るための一助として，きわめて

単純な数値例を用いて，Ⅱで明らかにした取替価値会計の７類型のそれぞれの会計処理と基

本財務諸表上の処理（表示）を示すことにする 14）。

（１）設例の前提

取替価値会計は，オランダでは業種を問わず適用されてきたが，問題を単純にするために

以下の設例では，商品売買業を想定している。個別価格である取替価値が一方的に上昇する

ことを想定し，これが下落するケースや貨幣価値の変動も無視している。なお，費用性有形

固定資産には，建物，機械（機械設備）の以外に，その他営業用有形固定資産，非営業用有

形固定資産，建設仮勘定などもあるが，取替価値会計に関して特に重要なものは建物と機械

（機械設備）であるので，以下の設例では，建物と機械に限定している。

また，取替価値会計の７類型と取得原価主義会計との異同を確認するために，取得原価主

義会計については，先入先出法（FIFO）と後入先出法（LIFO）を適用した場合の会計処理

と基本財務諸表上の処理（表示）も併せて示すことにする。

取替価値会計は，基本的には，費用性資産の費用評価を取替価値基準で行う損益計算シス

テムであるが，その前提として多くの場合，費用性資産の在高評価も取替価値基準で行うも

のである。その際に生じる再評価差額は保有利得とはみなされず，処分不可能な資本性の再

評価準備金（herwaarderingsreserve）として処理される。なお，再評価の対象になっている

資産がすべて自己資本によって賄われている場合には，再評価差額の全額が再評価準備金と

されるが，一部他人資本によって賄われているときには，再評価差額の全額が再評価準備金

とはされず，他人資本によって賄われている部分については，ギアリング調整（financier-

ingscorrectie）によって，利益性のものとされることもある。オランダにおける取替価値会

計適用企業がすべてギアリング調整を導入していたわけではないので，以下ではギアリング

調整は考慮しない。

再評価差額について，再評価時には未実現再評価準備金とし，費用性資産の費消時に実現

再評価準備金とすることもある。しかし，ここでは，表Ⅱで示した取替価値会計の７類型の

特質を明らかにすることを主眼としているために，再評価差額に関するギアリング調整，実

現・未実現の問題は捨象し，固定資産についてはバックログ償却の問題が生じないようにし

ている。

オランダでも，税法はもともと取替価値会計を容認していないため，資産再評価に伴う再

評価差額は税務上，所得と看做され，減価償却や棚卸資産の売却によって実現したときに課
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税されることになる。そのため，資産の再評価時には，再評価差額に対する将来の税金負担

義務を繰延税金負債（latente belasting）として負債計上し，再評価差額からこの繰延税金負

債を控除した金額を再評価準備金として計上することになる。

法人税は取替価値会計ではなく取得原価主義会計（FIFO）による税引前純利益に基づいて

計上しなければならない。以下では，損益計算書上の法人税については取替価値会計による

税引前純利益に基づいて計上するが，繰延税金負債のうち費用性資産の費消に対応する部分

は未払法人税に振り替える会計処理を行い，未払法人税が取得原価主義会計（FIFO）に基づ

く場合と同じ結果になるようにする。

設例　１

（１）Ｔ社の 20 × 1 年 1 月 1 日現在の貸借対照表は，以下のとおりである｡

（２）建物と機械は 20 × 0 年 12 月 31 日に取得したものであり，残存価格はゼロ，耐

用年数は建物 10 年，機械 5年で，定額法で償却する｡

20 × 1 年 1 月 2 日に取替価値は，建物が 3,600，機械が 2,500 となり，それ以

降期末（20 × 1 年 12 月 31 日）まで変化がないものとする｡

（３）棚卸資産の 20 × 1 年度中の売買取引は次のとおりである。

5/1 棚卸資産 1,400 個を@ 1.20 で現金で購入した｡

10/1 棚卸資産 1,200 個を@ 2.60 で現金で販売した｡

（４）棚卸資産の取替価値は次のとおりである。

1/1 ～ 3/31 1.00

4/1 ～ 8/31 1.20

9/1 ～ 12/31 1.35

（５）税率は 50 ％とする。

（６）単純化のために，その他の費用は無視する。

（７）棚卸資産の払出は先入先出法による。
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貸   借   対   照   表

20×1 年 1 月 1 日現在                      （単位：ユーロ）

建                  物                       3,000
機                  械                       2,000
棚 　卸 　資　 産
              1,000 個×@ C1.00        1,000
現                  金                       1,900

                                               7,900

資      本      金                         2,400
借      入      金                         5,500

                                              7,900



以下，この設例１に基づいて，取替価値会計の７類型と取得原価主義会計（FIFOと LIFO）

による場合に，それぞれの勘定処理と基本財務諸表上の処理はどのように違うのかを示すこ

とにする。勘定処理を示す際には，必要に応じて，計算プロセスを付記しておく（ただし，

最初に出てくる場合にのみ計算プロセスを示し，後の類型で同じ処理が行われるときには，

割愛している）。棚卸資産の販売時の処理は，売上収益に直接対応する売上原価を販売時に計

上する方法である売上原価対立法によっている。貸借対照表は，オランダで一般的な固定性

配列法によっている。固定資産の表示は取替価値もしくは取得原価から減価償却累計額を科

目別に控除する形式による。棚卸資産については期末棚卸数量と単価も表示する。オランダ

では貸借対照表の貸方の表示は，自己資本，他人資本の順に配列するのがふつうであるので，

それによっている。

（２）取替価値会計の７類型の会計処理と基本財務諸表上の処理

RVA・Ⅰ型

【会計処理】

①固定資産の再評価の処理

1/2 （建　　　　　物） 1,600（再評価準備金） 1,300*1

（繰延税金負債） 1,300*1

1/2 （機　　　　　械） 1,500（再評価準備金） 1,250*2

（繰延税金負債） 1,250*2

＊ 1（ 3,600 － 3,000）× 0.5 ＝ 300

＊ 2（ 2,500 － 2,000）× 0.5 ＝ 250

②棚卸資産の再評価の処理

4/1 （棚　卸　資　産） 1,200（再評価準備金） 1,100*1

（繰延税金負債） 1,100*1

＊ 1 1,000 ×（ 1.20 － 1.00）× 0.5 ＝ 100

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680*1

＊ 1 1,400 × 1.20 ＝ 1,680

④棚卸資産の再評価の処理

9/1 （棚　卸　資　産） 1,360（再評価準備金） 1,180*1

（繰延税金負債） 1,180*1

＊ 1 2,400 ×（ 1.35 － 1.20）× 0.5 ＝ 180

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120*1
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（売　上　原　価） 1,620（棚　卸　資　産） 1,620*2

＊ 1 1,200 × 2.60 ＝ 3,120

＊ 2 1,200 × 1.35 ＝ 1,620

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,360（建物減価償却累計額） 1,360*1

（機械減価償却費） 1,500（機械減価償却累計額） 1,500*2

＊ 1 3,600 ÷ 10 年＝ 360

＊ 2 2,500 ÷ 5 年＝ 500

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,320（ 未 払 法 人 税 ） 1,320*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,620 ＋ 860）＝ 640

法人税額の計算

640 × 0.5 ＝ 320

⑧固定資産の再評価差額 1,100 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴

う会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,80（ 未 払 法 人 税 ） 11,80*1

＊ 1 160 × 0.5 ＝ 80

⑨棚卸資産の再評価差額 560 のうち 380 が販売によって実現したことに伴う会計

処理

12/31 （繰延税金負債） 1,190（ 未 払 法 人 税 ） 1,190*1

＊ 1 380 × 0.5 ＝ 190

【基本財務諸表上の処理】
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損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,620
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      320
純         利         益                      320

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120



RVA ・Ⅱ型

【会計処理】

①固定資産の再評価の処理

1/2 （建　　　　　物） 1,600（再評価準備金） 1,300

（繰延税金負債） 1,300

（機　　　　　械） 1,500（再評価準備金） 1,250

（繰延税金負債） 1,250

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,240（棚　卸　資　産） 1,240*1

＊ 1 1,000 × 1.00 ＝ 1,000

200 × 1.20 ＝ 240

1,000 ＋ 240 ＝ 1,240

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,360（建物減価償却累計額） 1,360

（機械減価償却費） 1,500（機械減価償却累計額） 1,500

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,510（ 未 払 法 人 税 ） 1,510*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,240 ＋ 860）＝ 1,020

法人税額の計算

1,020 × 0.5 ＝ 510

⑧固定資産の再評価差額 1,100 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                        830
純         利         益                        320
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                        560
未   払   法   人   税                        590

                                               10,200

建                     物       3,600
    減価償却累計額       360        3,240
機                     械       2,500
    減価償却累計額       500        2,000
棚卸資産
          1,200×  1.35                      1,620
現                     金                      3,340

                                                10,200

C



う会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,80（ 未 払 法 人 税 ） 11,80*1

＊ 1 160 × 0.5 ＝ 80

【基本財務諸表上の処理】

RVA ・Ⅲ型

【会計処理】

①固定資産（建物）の再評価の処理

1/2 （建　　　　　物） 1,600（再評価準備金） 1,300

（繰延税金負債） 1,300

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,240（棚　卸　資　産） 1,240

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,360（建物減価償却累計額） 1,360

（機械減価償却費） 1,400（機械減価償却累計額） 1,400*1
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                        550
純         利         益                        510
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                        470
未   払   法   人   税                        590

                                               10,020

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,240
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      510
純         利         益                      510

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,600
    減価償却累計額       360        3,240
機                     械       2,500
    減価償却累計額       500        2,000
棚卸資産
          1,200×  1.20                      1,440
現                     金                      3,340

                                                10,020

C



＊ 1 2,000 ÷ 5 年＝ 400

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,560（ 未 払 法 人 税 ） 1,560*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,240 ＋ 760）＝ 1,120

法人税額の計算

1,120 × 0.5 ＝ 560

⑧固定資産の再評価差額 600 のうち 60 が減価償却によって実現したことに伴う

会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,30（ 未 払 法 人 税 ） 11,30*1

＊ 1 60 × 0.5 ＝ 30

【基本財務諸表上の処理】

RVA ・Ⅳ型

【会計処理】

②棚卸資産の再評価の処理

4/1 （棚　卸　資　産） 1,200（再評価準備金） 1,100

（繰延税金負債） 1,100
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                        300
純         利         益                        560
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                        270
未   払   法   人   税                        590

                                                 9,620

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,240
減   価   償   却   費                      760
法         人         税                      560
純         利         益                      560

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,600
    減価償却累計額       360        3,240
機                     械       2,000
    減価償却累計額       400        1,600
棚卸資産
          1,200×  1.20                      1,440
現                     金                      3,340

                                                9,620

C



③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680

④棚卸資産の再評価の処理

9/1 （棚　卸　資　産） 1,360（再評価準備金） 1,180

（繰延税金負債） 1,180

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,620（棚　卸　資　産） 1,620

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,300（建物減価償却累計額） 1,300*1

（追加減価償却費） 11,60（再評価準備金） 11,30*2

（繰延税金負債） 11,30*2

（機械減価償却費） 1,400（機械減価償却累計額） 1,400*3

（追加減価償却費） 1,100（再評価準備金） 11,50*4

（繰延税金負債） 11,50*4

＊ 1 3,000 ÷ 10 年＝ 300

＊ 2（ 3,600 － 3,000）÷ 10 年× 0.5 ＝ 30

＊ 3 2,000 ÷ 5 年＝ 400

＊ 4（ 2,500 － 2,000）÷ 5年× 0.5 ＝ 50

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,320（ 未 払 法 人 税 ） 1,320*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,620 ＋ 860）＝ 640

法人税額の計算

640 × 0.5 ＝ 320

⑧固定資産の再評価差額 160 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴う

会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,80（ 未 払 法 人 税 ） 11,80*1

＊ 1 160 × 0.5 ＝ 80

⑨棚卸資産の再評価差額 560 のうち 380 が販売によって実現したことに伴う会計

処理

12/31 （繰延税金負債） 1,190（ 未 払 法 人 税 ） 1,190*1

＊ 1 380 × 0.5 ＝ 190
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【基本財務諸表上の処理】

RVA ・Ⅴ型

【会計処理】

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680

⑤棚卸資産の販売の処理 18）

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,240（棚　卸　資　産） 1,240

（実体維持必要追加費用額） 1,380*1（再評価準備金） 1,190*2

（繰延税金負債） 1,190*2

＊ 1 1,000 ×（ 1.35 － 1.00）＝ 350

200 ×（ 1.35 － 1.20）＝ 30

350 ＋ 30 ＝ 380

＊ 2 380 × 0.5 ＝ 190

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,300（建物減価償却累計額） 1,300

（追加減価償却費） 11,60（再評価準備金） 11,30

（繰延税金負債） 11,30
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                        360
純         利         益                        320
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                          90
未   払   法   人   税                        590

                                                 9,260

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,620
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      320
純         利         益                      320

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,000
    減価償却累計額       300        2,700
機                     械       2,000
    減価償却累計額       400        1,600
棚卸資産
          1,200×  1.35                      1,620
現                     金                      3,340

                                                9,260

C



（機械減価償却費） 1,400 （機械減価償却累計額） 1,400

（追加減価償却費） 1,100（再評価準備金） 11,50

（繰延税金負債） 11,50

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,320（ 未 払 法 人 税 ） 1,320*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,620 ＋ 860）＝ 640

法人税額の計算

640 × 0.5 ＝ 320

⑧固定資産の再評価差額 160 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴う

会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,80（ 未 払 法 人 税 ） 11,80*1

＊ 1 160 × 0.5 ＝ 80

⑨棚卸資産の再評価差額 380 のうち 380 が販売によって実現したことに伴う会計

処理

12/31 （繰延税金負債） 1,190（ 未 払 法 人 税 ） 1,190*1

＊ 1 380 × 0.5 ＝ 190

【基本財務諸表上の処理】
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オランダ・ハイネケン社の取替価値会計

貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                        270
純         利         益                        320
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                           0
未   払   法   人   税                        590

                                                 9,080

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,620
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      320
純         利         益                      320

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,000
    減価償却累計額       300        2,700
機                     械       2,000
    減価償却累計額       400        1,600
棚卸資産
          1,200×  1.20                      1,440
現                     金                      3,340

                                                9,080

C



RVA ・Ⅵ型

【会計処理】

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,240（棚　卸　資　産） 1,240

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,300（建物減価償却累計額） 1,300

（追加減価償却費） 11,60（再評価準備金） 11,30

（繰延税金負債） 11,30

（機械減価償却費） 1,400（機械減価償却累計額） 1,400

（追加減価償却費） 1,100（再評価準備金） 11,50

（繰延税金負債） 11,50

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,510（ 未 払 法 人 税 ） 1,510*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,240 ＋ 860）＝ 1,020

法人税額の計算

1,020 × 0.5 ＝ 510

⑧固定資産の再評価差額 160 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴う

会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,80（ 未 払 法 人 税 ） 11,80*1

＊ 1 160 × 0.5 ＝ 80

【基本財務諸表上の処理】
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損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,240
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      510
純         利         益                      510

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120



RVA ・Ⅶ型

【会計処理】

②棚卸資産の再評価の処理

4/1 （棚　卸　資　産） 1,200（再評価準備金） 1,100

（繰延税金負債） 1,100

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680

④棚卸資産の再評価の処理

9/1 （棚　卸　資　産） 1,360（再評価準備金） 1,180

（繰延税金負債） 1,180

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,620（棚　卸　資　産） 1,620

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,300（建物減価償却累計額） 1,300

（機械減価償却費） 1,400（機械減価償却累計額） 1,400

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,400（ 未 払 法 人 税 ） 1,400*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,620 ＋ 700）＝ 800

法人税額の計算

800 × 0.5 ＝ 400

⑨棚卸資産の再評価差額 560 のうち 380 が販売によって実現したことに伴う会計

処理

12/31 （繰延税金負債） 1,190（ 未 払 法 人 税 ） 1,190*1

― 24 ―

オランダ・ハイネケン社の取替価値会計

貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                          80
純         利         益                        510
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                           0
未   払   法   人   税                        590

                                                 9,080

建                     物       3,000
    減価償却累計額       300        2,700
機                     械       2,000
    減価償却累計額       400        1,600
棚卸資産
          1,200×  1.20                      1,440
現                     金                      3,340

                                                9,080

C



＊ 1 380 × 0.5 ＝ 190

【基本財務諸表上の処理】

（３）取得原価主義会計の会計処理と基本財務諸表上の処理

取得原価主義会計は，費用性資産の在高評価も費用評価もともに取得原価基準で行うもの

であるが，棚卸資産について FIFO を適用するのか，LIFO を適用するのかによって損益計

算に違いが生じる。LIFO は，取得原価主義会計の枠内で物価変動に対処する目的で，時価

主義会計の代替物として利用されるものである。取替価値会計の７類型の特質を鮮明にし，

LIFOとの異同を明確にするために，以下では，取得原価主義会計について，FIFOとともに

LIFO についても，設例１に基づいた会計処理と基本財務諸表上の処理を見ていくことにす

る。FIFO と LIFO の会計処理では，⑤の棚卸資産の販売時の売上原価の計算に違いが見ら

れ，それが損益計算書と貸借対照表に相違をもたらすことになる。

HCA― FIFO

【会計処理】

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680

⑤棚卸資産の販売の処理

東京経大学会誌　第 256 号

― 25 ―

貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                        280
純         利         益                        400
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                          90
未   払   法   人   税                        590

                                                 9,260

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,620
減   価   償   却   費                      700
法         人         税                      400
純         利         益                      400

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,000
    減価償却累計額       300        2,700
機                     械       2,000
    減価償却累計額       400        1,600
棚卸資産
          1,200×  1.35                      1,620
現                     金                      3,340

                                                9,260

C



10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,240（棚　卸　資　産） 1,240*1

＊ 1 1,000 × 1.00 ＝ 1,000

200 × 1.20 ＝ 240

1,000 ＋ 240 ＝ 1,240

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,300（建物減価償却累計額） 1,300

（機械減価償却費） 1,400（機械減価償却累計額） 1,400

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,590（ 未 払 法 人 税 ） 1,590*1

＊ 1 税引前純利益＝ 3,120 －（ 1,240 ＋ 700）＝ 1,180

法人税＝ 1,180 × 0.5 ＝ 590

【基本財務諸表上の処理】

HCA― LIFO

【会計処理】

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
純         利         益                        590
借         入         金                      5,500
未   払   法   人   税                        590

                                                 9,080

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,240
減   価   償   却   費                      700
法         人         税                      590
純         利         益                      590

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,000
    減価償却累計額       300        2,700
機                     械       2,000
    減価償却累計額       400        1,600
棚卸資産
          1,200×  1.20                      1,440
現                     金                      3,340

                                                9,080

C



⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120

（売　上　原　価） 1,440（棚　卸　資　産） 1,440*1

＊ 1,200 × 1.20 ＝ 1,440

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,300（建物減価償却累計額） 1,300

（機械減価償却費） 1,400（機械減価償却累計額） 1,400

【基本財務諸表上の処理】

（４）取替価値会計の 7類型と取得原価主義会計の比較

以上簡単な設例に基づいて取替価値会計の 7つの類型と取得原価主義会計（FIFOと LIFO）

の会計処理と基本財務諸表上の取扱い違いについて明らかにした。その結果をまとめて一覧

で示したのが表Ⅲである。

取替価値会計を適用しても，オランダの税務上は取得原価主義会計（FIFO）より課税所得

が算定されるので支払べき税金である未払法人税の金額は同じである。

全面的適用型の RVA・Ⅰ型，部分的適応型である RVA・Ⅳ型と RVA・Ⅴ型の３類型は

損益計算書上は違いはなく，純利益は同じであり，実体資本維持という点からも違いはない。
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
純         利         益                        390
借         入         金                      5,500
未   払   法   人   税                        590

                                                 8,880

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,440
減   価   償   却   費                      700
法         人         税                      590
純         利         益                      390

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,000
    減価償却累計額       300        2,700
機                     械       2,000
    減価償却累計額       400        1,600
棚卸資産
          1, 000×  1.00
             200×  1.20                     1,240
現                     金                      3,340

                                                8,880

C
C



部分的適応型である RVA・Ⅱ型と RVA・Ⅵ型の場合にも損益計算書に計上する取替価値基

準による減価償却費は同じであるので，純利益も同じである。取替価値会計の適用対象が広

くなるにしたがって，純利益は少なくなっいる。逆に，取替価値会計の適用対象が狭いほど，

純利益は大きくなる。取替価値会計がまったく適用されない取得原価主義会計（FIFO）の場

合が純利益は最も大きいことはいうまでもない。

損益計算上の結果は同じでも，貸借対照表に計上する資産の在高を取替価値基準で行う範

囲が狭くなるにつれて，資産総額が小さくなっている 15）。
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オランダ・ハイネケン社の取替価値会計

表Ⅲ 取替価値会計の７類型と取得原価主義会計との比較



Ⅳ　ハイネケン社の取替価値会計の展開

ハイネケン社は取替価値会計を導入した当初から取替価値会計を全面的に適用していたわ

けではない。そこで以下ではまず，手許に入手しているハイネケン社の年次報告書 16）を手懸

りに，ハイネケン社における取替価値会計の導入プロセスを明らかにする。

（１）取替価値会計の部分的適用段階

ハイネケン社が初めて取替価値会計に基づいた基本財務諸表を作成開示したのは 1956 年 9

月 30 日を決算日とする『1955 ／ 1956 年度報告書』（Verslag over het boekjaar1955-1956）か

らである。それは，同報告書の取締役会報告書のなかの以下の記述で確認できる 17）。

「当社の貸借対照表を作成するに際して，工場および事務所という資産項目の評価と減価

償却費を取替価値と見積耐用年数に基づいて計算することによって，当社の財務状況表示に

おけるより一層の明瞭性を図ることにした。

本年度の財務諸表に表示されている前年度の当該項目の金額は対比できるようにするため

に調整している。

変更された評価方法により生じる評価差額は再評価準備金（Reserve Herwaardering）とし

て貸借対照表の貸方に計上する。」（Verslag over het boekjaar1955-1956, p.7）

また，貸借対照表の注記では以下のとおり明細が表示されている。

工場および事務所

1955 年 10 月 1 日現在帳簿価額 f 34,107,958

純投資額 10,201,430

f 44,309,388

1955/56 年度減価償却額 3,689,461

1956 年 9 月 30 日現在の帳簿価額 f 40,619,927

この帳簿価額の明細を示すと以下のとおりである。

取替価値 減価償却累計額 帳簿価額

建物および土地 f 32,315,653 f 15,270,559 f 17,045,094

機械その他 40,843,306 17,268,473 23,574,833

f 73,158,959 f 32,539,032 f 40,619,927
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減価償却は 1956 年 9 月 30 日現在の取替価値と見積もり耐用年数に基づいている。

（Verslag over het boekjaar1955-1956, ｐ.12）

なお，ハイネケン社は有形固定資産として，工場および事務所に区分される建物および土

地，機械その他以外に，ホテル，カフェやレストラン部門の建物と土地を保有していたが，

これについては資産評価と減価償却費計算を取替価値基準で行ってはいない。棚卸資産は低

価基準で評価している（Verslag over het boekjaar1955-1956, ｐ.14）。

ハイネケン社では当初は，評価差額を処理する再評価準備金には，再評価差額の全額を計

上するものとし，それに係わる繰延税金債務については無視していた。

導入時のハイネケン社の取替価値会計は，表Ⅱの類型でいえば，RVA･Ⅱ型といえる 18）。

（２）取替価値会計の全面的適用への移行

ハイネケン社はその後，取替価値会計の部分的適用段階を経て，取替価値会計を全面的に

適用するようになったわけである。しかし，手許に入手している同社の年次報告書が

1955/56 年度から 1957/58 年度までの 3年間分と 1968/69 年度から最新の 2006 年度までの 39

年間分であるために，現段階では取替価値会計の部分的適用から全面的適用に移行した年度

を特定はできない。

ただ 1968/69 年度の年次報告書では，有形固定資産と棚卸資産について在高評価を取替価

値基準で行っていることは明示されているが，費消評価に関する基準は具体的には何も開示

されていない。 先に見た 1955/56 年度の取替価値会計の部分的導入時のケースと同様に，費

用性の有形固定資産の減価償却費については取替価値基準で損益計算書に計上したことは想

定できる。それ以上のことは不明である

1968/69 年度の年次報告書においては 1969 年 9 月 30 日現在の連結貸借対照表の注記で有

形固定資産と棚卸資産について，以下のとおり開示している。

オランダに所在する土地，建物，機械，器具備品および車両運搬具は設

備がこの項目に区分される。この資産は減価償却を控除した取替価値で

評価する。

当該資産の評価額の変動は以下のとおりである；

1968 年 10 月 1 に現在の帳簿価額 f 224,300,000

再評価額 10,809,000

231,109,000

純投資額 26,122,000
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261,231,000

1968/1969 年度減価償却費 23,062,000

1969 年 9 月 30 日現在帳簿価額 f 238,169,000

帳簿価額の明細は以下のとおりである。

取替価値 減価償却累計額 帳簿価額

土地および建物 f 205,157,000 f  86,464,000 f 118,693,000

機械，器具備品

および車両運搬具 235,176,000 115,700,000 119,476,000

合計 f 440,333,000 f 202,164,000 f 238,169,000

主にホテル，カフェおよびレストラン事業として利用されている国内に

点在する建物がこの項目に区分される。

この資産の評価は取替価値から減価償却累計額を控除した金額で行う。

当会計期間における変動は以下のとおりである：

1968 年 10 月 1 日現在の帳簿価額 f 43,618,000

連結対象に伴う増加額 1,593,000

再評価額 5,775,000

50,986,000

新規取得額と改修費から売却物件

の帳簿価額を控除した金額 507,000

51,493,000

1968/1969 年度減価償却費 1,480,000

1969 年 9 月 30 日現在帳簿価額 f 50,013,000

（Verslag over het boekjaar 1968-1969, p.19）

この資産は以下のものを含む：

原材料 f  9,985,000

仕掛品および完成品 30,480,000

包装用品 47,962,000

その他 6,834,000

f 95,261,000

棚卸資産は取替価値で評価する。

必要な場合には減価償却を行う。

（Verslag over het boekjaar 1968-1969, p.21）
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1968 年 10 月 1 日現在残高 f 59,055,000

事業用建物および設備，その他不

動産ならびに棚卸資産の再評価額

から再評価に伴い生じる繰延税金

債務を控除した金額分の増加額 12,035,000

1969 年 9 月 30 日現在残高 f 71,090,000

（Verslag over het boekjaar 1968-1969, p.22）

以上の注記からは，すべての有形固定資産を取替価値から取替価値基準の減価償却累計額

を控除した金額で評価するとともに，棚卸資産も取替価値で評価し，再評価差額のうち再評

価に伴う繰延税金債務相当額を控除した金額を再評価準備金として計上することは明らかで

ある。有形固定資産と棚卸資産はその在高評価を取替価値基準で行い貸借対照表に計上する

ことは開示されている。しかし，費用性有形固定資産と棚卸資産の費消評価については特に

明記されていないため，損益計算書に計上すべき減価償却費と売上原価または原材料費が取

替価値基準で計算するのか否かは不明である。費用性有形固定資産の減価償却費は取替価値

基準で損益計算書に計上しているものと推測できるものの，棚卸資産の費消部分が損益計算

書にいかなる評価基準で計上されているのかは具体的には示されていない。

ハイネケン社では，棚卸資産の費消部分を損益計算書に計上するに際して，売上原価

（kostprijs van de omzet）ではなく原材料費（grondstoffen, materialen en diensten）という

項目で表示する形式を採用しているために，この原材料費を取替価値基準か取得原価基準の

いずれで計上するかの情報が開示される必要がある。次に見るその後の会計方針の開示から

判断すると，取替価値基準で棚卸資産の在高評価を行うことが，その費消評価も取替価値に

基づいて行い，原材料費も取替価値基準で損益計算書に計上することを暗黙のうちに前提し

ていたともいえなくはない。とすると，ハイネケン社は 1968/69 年度までに取替価値会計の

部分的適用型のからRVA・Ⅱ型から全面的適用型のRVA・Ⅰ型に移行していたことになる。

（３）取替価値会計の全面的適用の明示

1973/1974 年度までの年次報告書における会計方針の開示状況は，1968/1969 年度のそれと

ほぼ同様の内容であり，損益計算書に計上すべき棚卸資産の費消額の計上基準については明

示的には開示されていなかった。その後，年次報告書における会計方針に関する開示情報が

詳しくなり，ハイネケン社が適用している取替価値会計の構造が明らかになってきた。以下，

ハイネケン社が適用している取替価値会計に関する内容がより明確になる開示を行っている

年次報告書をピックアップして，一瞥することにする。
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損益計算書に計上すべき棚卸資産の費消額の計上基準については，1974/1975 年度の年次

報告書の会計方針（waarderingsgrondslagen）において初めて以下のように具体的に開示さ

れた。

「事業用建物および設備は減価償却累計額を控除した取替価値に基づいて評価する。取替

価値基準の減価償却費は固定資産項目ごとに見積耐用年数に対応して定額法で算定する。

その他の不動産は取替価値から取替価値に基づいた減価償却累計額を控除した金額で計

上する。

（中略）

棚卸資産は取替価値で計上する。その際，必要な場合には引当金を控除する。原材料の

費消額は取替価値に基づいて損益計算書に費用計上する。

（以下省略）

」（Verslag over het boekjaar 1974-1975, p.39）

1975/1976 年度の年次報告書における会計方針では，以下のような開示が見られる。

「事業用建物および設備ならびにその他の不動産は減価償却累計額を控除した取替価値で

評価する。取替価値に基づいた減価償却は資産ごとに見積耐用年数に応じて定額法で行

う。

その他の不動産は取替価値に基づいた減価償却累計額を控除した取替価値で評価する。

（中略）

棚卸資産は取替価値で計上する。その際に必要な場合には引当金を控除する。損益計算

書に計上する原材料費は取替価値基準で算定する。」

（Verslag over het boekjaar 1975-1976, p.36）

1976/1977 年度の年次報告書では以下のように会計方針が開示されている。

「貸借対照表に計上する資産の評価と同様に損益計算書に計上する減価償却費と原材料費

も取替価値に基づいている。

再評価の結果生じる評価差額は繰延税金債務額を控除して再評価準備金に貸記または借

記する。…………

事業用建物および設備ならびにその他の不動産は減価償却累計額を控除した取替価値で

評価する。…………

棚卸資産は，取替価値で評価する。必要な場合には引当金を控除する。…………
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（中略）

売上高には第三者に提供した製品の売上収益を計上する。

（中略）

取替価値基準の減価償却費は資産ごとに見積耐用年数に応じて定額法により行う。

（中略）

」

（Verslag over het boekjaar 1976-1977, p.35-36）

1978/1979 年度の年次報告書では，以下のように会計方針を開示している。

「有形固定資産（duurzame bedrijfsmiddelen）は，棚卸資産と同様に，取替価値に基づ

いて年次決算書に計上する。

再評価により生じる評価差額は繰延税金債務相当額を控除した金額で特別準備金（bij-

zonder reserve）の貸方もしくは借方に計上する。

（中略）

事業用建物および設備ならびにその他の不動産は減価償却累計額を控除した取替価値に

基づいて評価する。取替価値は，全世界の新建設に際しての得られる経験を踏まえた社

内外の専門家による技術の進歩を考慮した鑑定に基づいて算定する。

（中略）

収益と費用は原則として，当該財貨および用役を外部に提供した時点で損益計算書に計

上するものとする。売上高とは第三者に提供した製品の売上収益である。

棚卸資産は取替価値に基づいて計上する。その際に必要な場合には引当金を控除する。

（中略）

原材料費は取替価値に基づいて損益計算書に計上する。…………

取替価値基準の減価償却は各資産ごとに見積耐用年数に応じて定額法により毎期規則的

に行う。…………

（中略）

」

（Verslag over het boekjaar 1978-1979, p.33-35）

ここまでの開示内容でハイネケン社が適用している取替価値会計の全面的適用型の内容が

明確になってきた。

その後の会計方針の開示状況は基本的に 1978/79 年度のものと変わりはない。

1986/87 年度以降の年次報告書では，会計方針の開示に際して，「資産と負債の評価のため
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の会計方針」（grondslagen voor de waardering van aciva en passiva）と「利益計算のため

の会計方針」（grondslagen voor de bepaling van de resultaten）に区分して，それぞれの会

計方針が明瞭になる様式をとっている。

「資産と負債の評価のための会計方針

固定資産

有形固定資産は土地を除いて取替価値から減価償却累計額を控除した金額で評価する。

土地は取替価値で評価する。取替価値は，全世界の新建設に際しての得られた経験を踏

まえた社内外の専門家による技術の進歩を考慮した鑑定に基づいて算定する。

（中略）

流動資産

第三者から取得した棚卸資産は取替価値に基づいて評価する。取替価値は現在の購入契

約の価格や貸借対照表作成日に通用している市場価格に基づいている。

完成品と仕掛品は，取替価値を基準として製造プロセスの段階を考慮に入れた製造原価

により評価する。

（中略）

再評価

再評価の結果として生じる再評価差額は，適用される場合には繰延税金債務額を控除し

て，グループ資本に貸記もしくは借記する。

（中略）

」

（ Jaarverslag Heineken N.V. 1986, p.33-34）

利益計算のための会計方針

損益計算書への収益と費用の計上は原則として，当該財貨や用役が提供された時点で行

う。

純売上高は売上税と値引き高を控除したものである。

原材料費は取替価値基準で損益計算書に計上する。

（中略）

取替価値に基づいた減価償却費は各資産ごとに見積耐用年数に応じて定額法により算定

する。

（中略）

」

（ Jaarverslag Heineken N.V. 1986, p.35）
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（４）取替価値会計適用最終年度の会計方針

2005 年度から EU域内上場企業に対して国際財務報告基準（IFRS）の適用が強制されたこ

とに伴い，ハイネケン社も 2005 年度の決算かから IFRS では容認されていない取替価値会計

の適用を取り止め，IFRS が基調としている取得原価主義会計に移行した。ということは，ハ

イネケン社の場合には 2004 年度の基本財務諸表が取替価値会計を適用した最後のものである

わけである。資料的にも価値があるので，2004 年度の年次報告書に開示されている取替価値

会計に関する会計方針について触れておくことにする。

資産と負債の評価に関する会計方針では以下のように開示している。

「有形固定資産

減価償却を行わない土地を除いて，有形固定資産は取替価値から減価償却累計額を控除

した金額で評価する。減価償却計算に際しては，以下の平均耐用年数を用いる。

建物　30 ― 40 年

機械設備　10 ― 30 年

その他の有形固定資産　5― 10 年

取替価値は，技術的経済的進歩を考慮して，社内外の専門家の鑑定評価に基づいて算定

する。その算定に当たっては，全世界における醸造設備の建設に際して得られた経験も

考慮する。…………

（中略）

流動資産

第三者から取得した棚卸資産は取替価値で評価する。取替価値は現在の購入契約額と貸

借対照表作成日現在の購入価額から得る。完成品と仕掛品は取替価値に基づいた製作価

額と製造段階を考慮して評価する。

（中略）

再評価

再評価の結果生じる再評価差額は，適用される場合には繰延税金債務額を控除して，グ

ループ資本の貸方もしくは借方に計上する。

（以下省略）

」

（Heineken N.V. Jaarverslag 2004, p.87-88）

利益計算のための会計方針では以下のとおり開示している。

「損益計算書への収益と費用の計上は原則として，当該財貨や用役が買い手に提供されて
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所有権が移転した時点で行う。

純売上高は売上税と値引き高を控除したものである。

原材料費は取替価値基準で損益計算書に計上する。

取替価値に基づいた減価償却費は資産ごとに見積耐用年数に応じて定額法により算定す

る。

（中略）

」

（Heineken N.V. Jaarverslag 2004, p.89）

基本的には，それまでの取替価値会計の全面的適用形態と変わりはなく，計算システムは

Ⅲで取り上げた RVA ・Ⅰ型と同じであるといえよう。次項で取り上げるが，フィリップス

社が 1981 年度から 1991 年度まで適用したようなギアリング調整は導入していない。実現し

た再評価差額について繰延税金負債から再評価準備金へ振り替えるのか否かについては何も

開示されていない。

Ⅴ　ハイネケン社の取替価値会計とフィリップス社の取替価値会計の異同

ハイネケン社が 2004 年度まで長期間適用してきた取替価値会計は取替価値会計の全面的適

用型である RVA ・Ⅰ型である。かつてオランダ取替価値会計の代名詞にまでなっていたフ

ィリップスが適用していた取替価値会計も全面的適用型の RVA ・Ⅰ型である。両社はすべ

ての費用性有形固定資産と棚卸資産の在高評価と費用評価を取替価値基準で行うという点で

は取替価値会計の適用対象が同じであり，これまで見てきた分類基準からすると，それぞれ

が適用している RVA ・Ⅰ型に違いがないようにも思われる。しかし，その仕組みを仔細に

みると，両社の取替価値会計には異質の面が散見される。

フィリップス社の取替価値会計の展開プロセスを手懸りにしながら，オランダ取替価値会

計の全面的適用型である RVA ・Ⅰ型にもいくつかのパターンがあることを確認することに

より，ハイネケン社の取替価値会計の特質を明らかにする。

（１）フィリップス社の取替価値会計全面的適用型の３形態

フィリップス社は，部分的適用段階を経て 1951 年度の基本財務諸表から取替価値会計を全

面的に適用しはじめ，途中で変更を加えながらも 1991 年度まで一貫して RVA・Ⅰ型を適用

してきた 19）。

フィリップス社が 1951 年度から 1991 年度までに実施した取替価値会計に関する変更のな

かでも，1971 年度と 1981 年度に行った２回の修正が最も重要なものである。この展開プロ
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セスから，フィリップス社の取替価値会計は，次のような３つのパタ－ンに大別することが

できる 20）。

Philips Ⅰ型――フィリップス社が 1951 年度から 1970 年度までの 20 年間適用してきた取

替価値会計で，フィリップス社の取替価値会計の原型ともいうべきもの

Philips Ⅱ型――Philips Ⅰ型を修正したもので，フィリップス社が 1971 年度から 1980 年

度までの 10 年間適用してきた取替価値会計

Philips Ⅲ型――Philips Ⅱ型を修正したもので，フィリップス社が 1981 年度から 1991 年

度までの 11 年間適用してきた取替価値会計

以下，3つのパターンの異同について，Ⅲで見た設例１にもとづいた RVA・Ⅰ型の会計処

理と基本財務諸表上の処理（表示）を援用しながら，明らかにする 21）。

Philips Ⅰ型

費用性資産の再評価に際して，設例１のように税率を仮に 50 ％とすると，再評価差額のう

ち再評価準備金には半分だけが計上され，残りの半分は将来課税されるために繰延税金負債

に計上される。その結果，再評価準備金は実体資本維持に必要な資金の半分しか計上されて

いないことになり，実体資本維持に支障が出てくる。それを回避するために，評価差額のう

ち実現したものについては，繰延税金負債から再評価準備金に振り替え，最終的には再評価

差額の全額が再評価準備金に計上できるような会計処理を行うのが Philips Ⅰ型である。

【会計処理】

①固定資産の再評価の処理

1/2 （建　　　　　物） 1,600（再評価準備金） 1,300*1

（繰延税金負債） 1,300*1

（機　　　　　械） 1,500（再評価準備金） 1,250*2

（繰延税金負債） 1,250*2

＊ 1 （ 3,600 － 3,000）× 0.5 ＝ 300

＊ 2 （ 2,500 － 2,000）× 0.5 ＝ 250

②棚卸資産の再評価の処理

4/1 （棚　卸　資　産） 1,200（再評価準備金） 1,100*1

（繰延税金負債） 1,100*1

＊ 1 1,000 ×（ 1.20 － 1.00）× 0.5 ＝ 100

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680*1

＊ 1 1,400 × 1.20 ＝ 1,680
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④棚卸資産の再評価の処理

9/1 （棚　卸　資　産） 1,360（再評価準備金） 1,180*1

（繰延税金負債） 1,180*1

＊ 1 2,400 ×（ 1.35 － 1.20）× 0.5 ＝ 180

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120*1

（売　上　原　価） 1,620（棚　卸　資　産） 1,620*2

＊ 1 1,200 × 2.60 ＝ 3,120

＊ 2 1,200 × 1.35 ＝ 1,620

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,360（建物減価償却累計額） 1,360*1

（機械減価償却費） 1,500（機械減価償却累計額） 1,500*2

＊ 1 3,600 ÷ 10 年＝ 360

＊ 2 2,500 ÷ 5 年＝ 500

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,320（ 未 払 法 人 税 ） 1,320*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,620 ＋ 860）＝ 640

法人税額の計算

640 × 0.5 ＝ 320

⑧固定資産の再評価差額 1,100 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴

う会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,80（再評価準備金） 11,80*1

（実現再評価差額に係わる法人税） 11,80（ 未 払 法 人 税 ） 11,80*1

＊ 1 160 × 0.5 ＝ 80

⑨棚卸資産の再評価差額 560 のうち 380 が販売によって実現したことに伴う会計

処理

12/31 （繰延税金負債） 1,190（再評価準備金） 1,190*1

（実現再評価差額に係わる法人税） 1,190（ 未 払 法 人 税 ） 1,190*1

＊ 1 380 × 0.5 ＝ 190
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【基本財務諸表上の処理】

Philips Ⅱ型

これは，Philips Ⅰ型の特質であった実現した再評価差額を再評価準備金に振り替える手続

きを取り止めたものである。

【会計処理】

①固定資産の再評価の処理

1/2 （建　　　　　物） 1,600（再評価準備金） 1,300*1

（繰延税金負債） 1,300*1

（機　　　　　械） 1,500（再評価準備金） 1,250*2

（繰延税金負債） 1,250*2

＊ 1（ 3,600 － 3,000）× 0.5 ＝ 300

＊ 2（ 2,500 － 2,000）× 0.5 ＝ 250

②棚卸資産の再評価の処理

4/1 （棚　卸　資　産） 1,200（再評価準備金） 1,100*1

（繰延税金負債） 1,100*1

＊ 1 1,000 ×（ 1.20 － 1.00）× 0.5 ＝ 100

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680*1
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                      1,100
純         利         益                          50
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                        560
未   払   法   人   税                        590

                                                10,200

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,620
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      320
実現再評価差額に係わる法人税                      270
純         利         益                       50

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,600
    減価償却累計額       360        3,240
機                     械       2,500
    減価償却累計額       500        2,000
棚卸資産
          1,200×  1.35                      1,620
現                     金                      3,340

                                                10,200

C



＊ 1 1,400 × 1.20 ＝ 1,680

④棚卸資産の再評価の処理

9/1 （棚　卸　資　産） 1,360（再評価準備金） 1,180*1

（繰延税金負債） 1,180*1

＊ 1 2,400 ×（ 1.35 － 1.20）× 0.5 ＝ 180

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120*1

（売　上　原　価） 1,620（棚　卸　資　産） 1,620*2

＊ 1 1,200 × 2.60 ＝ 3,120

＊ 2 1,200 × 1.35 ＝ 1,620

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,360（建物減価償却累計額） 1,360*1

（機械減価償却費） 1,500（機械減価償却累計額） 1,500*2

＊ 1 3,600 ÷ 10 年＝ 360

＊ 2 2,500 ÷ 5 年＝ 500

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,320（ 未 払 法 人 税 ） 1,320*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

3,120 －（ 1,620 ＋ 860）＝ 640

法人税額の計算

640 × 0.5 ＝ 320

⑧固定資産の再評価差額 1,100 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴

う会計処理

12/31 （繰延税金負債） 11,80（ 未 払 法 人 税 ） 11,80*1

＊ 1 160 × 0.5 ＝ 80

⑨棚卸資産の再評価差額 560 のうち 380 が販売によって実現したことに伴う会計

処理

12/31 （繰延税金負債） 1,190（ 未 払 法 人 税 ） 1,190*1

＊ 1 380 × 0.5 ＝ 190
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【基本財務諸表上の処理】

Philips Ⅲ型

費用性資産の再評価差額のうち自己資本で賄ったとみなされる部分のみを資本性の再評価

準備金として処理し，他人資本で賄ったとみなされる部分については再評価準備金として処

理せずに，最終的には利益とする手続きを取るのが Philips Ⅲ型である。これはいわゆるギア

リング調整（financierungscorrectie）を導入したものである。

その際には，次の資本維持係数（instandhoudingsfactor）とギアリング調整係数

（financieringscorrectiefactor）を用いて，再評価差額の処理を行う。

資本維持係数＝自己資本／（有形固定資産＋棚卸資産）

ギアリング調整係数＝他人資本／（有形固定資産＋棚卸資産）

＝１－資本維持係数

設例１の場合には，資本維持係数とギアリング調整係数は，次のようになる。

資本維持係数＝ 2,400 ／（ 3,000 ＋ 2,000 ＋ 1,000）＝ 0.4

ギアリング調整係数＝ 1－ 0.4 ＝ 0.6

再評価差額については未実現段階での処理と実現段階での処理が峻別される。また，

Philips Ⅱ型では放棄された処理でもあるが，再評価差額のうち繰延税金債務相当分について

は実現分を再評価準備金と繰延ギアリング調整に按分する手続きが採られる。
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
再  評  価  準  備  金                        830
純         利         益                        320
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                        560
未   払   法   人   税                        590

                                                10,200

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,620
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      320
純         利         益                      320

                                               3,120

売         上          高                   3,120

                                               3,120

建                     物       3,600
    減価償却累計額       360        3,240
機                     械       2,500
    減価償却累計額       500        2,000
棚卸資産
          1,200×  1.35                      1,620
現                     金                      3,340

                                                10,200

C



【会計処理】

①固定資産の再評価の処理

1/2 （建　　　　　物） 1,600（未実現再評価準備金） 1,120*1

（繰延ギアリング調整） 1,180*2

（繰延税金負債） 1,300*3

（機　　　　　械） 1,500（未実現再評価準備金） 1,100*4

（繰延ギアリング調整） 1,150*5

（繰延税金負債） 1,250*6

＊ 1（ 3,600 － 3,000）× 0.5 × 0.4 ＝ 120

＊ 2（ 3,600 － 3,000）× 0.5 × 0.6 ＝ 180

＊ 3（ 3,600 － 3,000）× 0.5 ＝ 300

＊ 4（ 2,500 － 2,000）× 0.5 × 0.4 ＝ 100

＊ 5（ 2,500 － 2,000）× 0.5 × 0.6 ＝ 150

＊ 6（ 2,500 － 2,000）× 0.5 ＝ 250

②棚卸資産の再評価の処理

4/1 （棚　卸　資　産） 1,200（未実現再評価準備金） 11,40*1

（繰延ギアリング調整） 11,60*2

（繰延税金負債） 1,100*3

＊ 1 1,000 ×（ 1.20 － 1.00）× 0.5 × 0.4 ＝ 40

＊ 2 1,000 ×（ 1.20 － 1.00）× 0.5 × 0.6 ＝ 60

＊ 3 1,000 ×（ 1.20 － 1.00）× 0.5 ＝ 100

③棚卸資産の購入の処理

5/1 （棚　卸　資　産） 1,680（現　　　　　金） 1,680*1

＊ 1 1,400 × 1.20= 1,680

④棚卸資産の再評価の処理

9/1 （棚　卸　資　産） 1,360（未実現再評価準備金） 11,72*1

（繰延ギアリング調整） 1,108*2

（繰延税金負債） 1,180*1

＊ 1 2,400 ×（ 1.35 － 1.20）× 0.5 × 0.4 ＝ 72

＊ 2 2,400 ×（ 1.35 － 1.20）× 0.5 × 0.6 ＝ 108

＊ 3 2,400 ×（ 1.35 － 1.20）× 0.5 ＝ 180

⑤棚卸資産の販売の処理

10/1 （現　　　　　金） 3,120（売　　　　　上） 3,120*1

（売　上　原　価） 1,620（棚　卸　資　産） 1,620*2
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＊ 1 1,200 × 2.60 ＝ 3,120

＊ 2 1,200 × 1.35 ＝ 1,620

⑥固定資産の費消（減価償却）の処理

12/31 （建物減価償却費） 1,360（建物減価償却累計額） 1,360*1

（機械減価償却費） 1,500（機械減価償却累計額） 1,500*2

＊ 1 3,600 ÷ 10 年＝ 360

＊ 2 2,500 ÷ 5 年＝ 500

⑦法人税の計上

12/31 （法　　人　　税） 1,428（ 未 払 法 人 税 ） 1,428*1

＊ 1 取替価値会計に基づく税引前純利益

（ 3,120 ＋ 324）－（ 1,620 ＋ 860）＝ 964

法人税額の計算

964 × 0.5 ＝ 482

⑧固定資産の再評価差額 1,100 のうち 160 が減価償却によって実現したことに伴

う会計処理

12/31 （未実現再評価準備金） 11,32（実現再評価剰余金） 11,64*1

（繰延ギアリング調整） 11,48（ギアリング調整） 11,96*2

（繰延税金負債） 11,80

（実現再評価差額に係わる法人税） 11,32（ 未 払 法 人 税 ） 11,32*3

＊ 1 160 × 0.5 × 0.4 ＋ 160 × 0.5 × 0.4 ＝ 64

＊ 2 160 × 0.5 × 0.6 ＋ 160 × 0.5 × 0.6 ＝ 96

＊ 3 64 × 0.5 ＝ 32

⑨棚卸資産の再評価差額 560 のうち 380 が販売によって実現したことに伴う会計

処理

12/31 （未実現再評価準備金） 11,76（実現再評価剰余金） 1,152*1

（繰延ギアリング調整） 1,114（ギアリング調整） 1,228*2

（繰延税金負債） 1,190

（実現再評価差額に係わる法人税） 11,76（ 未 払 法 人 税 ） 11,76*3

＊ 1 380 × 0.5 × 0.4 ＋ 380 × 0.5 × 0.4 ＝ 152

＊ 2 380 × 0.5 × 0.6 ＋ 380 × 0.5 × 0.6 ＝ 228

＊ 3 152 × 0.5 ＝ 76
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【基本財務諸表上の処理】

（２）フィリップス社の取替価値会計の 3形態とハイネケン社の取替価値会計

フィリップス社の取替価値会計の 3 形態について，基本財務諸表を手懸りに比較すると，

Philips Ⅰ型⇒ Philips Ⅱ型⇒ Philips Ⅲ型と変更が行われることによって，純利益が大きくな

る結果になっている。1992 年度にはフィリップス社は取替価値会計から取得原価主義会計に

変更したが，その変更によっても純利益は変更前の取替価値会計による場合に比べて増加し

ている。フィリップス社の一連の会計処理方法の変更には純利益を増加する意図が伏在して

いることについては，すでに久木田（1996a）でも指摘した。

なお，再評価差額の実現・未実現，ギアリング調整を取り入れた Philips Ⅲ型の場合には，

かなり複雑な会計処理が必要である。

ハイネケン社の場合の取替価値会計は，棚卸資産の費消評価額を売上原価ではなく，原材

料費として損益計算書に計上する点では違いがあるものの，原理的にはⅢでみた RVA ・Ⅰ

型の手続きと変わりがない。フィリップス社の場合にあてはめると Philips Ⅱ型と同じである。

Ⅵ　むすびにかえて

EC第 4 号指令を国内法化したオランダ民法第 8号が施行される前年からEU域内上場企業
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貸   借   対   照   表

20×1 年12 月31 日現在                      （単位：ユーロ）

資         本         金                      2,400
実現再評価準備金                       224
未実現再評価準備金                        216
繰延ギアリング調整                        336
純         利         益                        374
借         入         金                      5,500
繰  延  税  金  負  債                        560
未   払   法   人   税                        590

                                                10,200

損    益    計    算    書

自20×1 年1 月1 日至20×1 年12 月31 日           （単位：ユーロ）

売     上     原     価                    1,620
減   価   償   却   費                      860
法         人         税                      482
実現再評価差額に係わる法人税                      108
純         利         益                      374

                                               3,444

売         上          高                   3,120
ギ ア リ ン グ 調 整                     324

                                               3,444

建                     物       3,600
    減価償却累計額       360        3,240
機                     械       2,500
    減価償却累計額       500        2,000
棚卸資産
          1,200×  1.35                      1,620
現                     金                      3,340

                                                10,200

C



に IFRS が強制適用される前年度の 2004/05 年度までの 22 年間について筆者がオランダ企業

から直接入手した年次報告書所載の基本財務諸表の会計方針を分析した結果に基づいてⅡで

析出した取替価値会計の 7 つの類型と取得原価主義会計がどのような実践状況になっている

のかの推移を示すと，表Ⅳのとおりである。

当初は，取得原価主義会計適用企業が優位とはいえ取替価値会計適用企業はそれとほぼ拮

抗していたが，取替価値会計適用企業が年を追って減少していることが顕著である。そのな

かで，取替価値会計の全面的適用型の RVA ・Ⅰ型適用企業は 1999/00 年度以降はわずか 1

社だけである。その 1 社がハイネケン社なのである。減少傾向が著しいオランダ適用企業の

中にあって，ハイネケン社が取得原価主義会計に強制的に変更を余儀なくされる直前まで取

替価値会計の全面的適用型である RVA ・Ⅰ型を適用したことは注目すべきであり，その理

由も改めて吟味する必要がある。
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表Ⅳ 取替価値会計の 7類型と取得原価主義会計の推移

［注］（ ）の中の数字は各年度別の構成比（%）である。



ハイネケン社の取替価値会計についてはフィリップス社の取替価値会計との異同について

簡単に触れたが，取替価値会計の全面的適用型の RVA ・Ⅰ型を適用していたフィリップス

社以外の適用形態との比較検討も行なわなければならない。

ハイネケン社の取替価値会計それ自体についても，ここでは簡単にその概略を紹介したに

過ぎないので，注記などの情報にも立入ってその計算構造を含めてさらに掘り下げて吟味す

ることも必要である 22）。

ハイネケン社は，2005 年度から IFRS に強制適用されたために，取替価値会計から取得原

価主義会計に変更したが，その意味についてもオランダにおける IFRS へのコンバージェン

ス・プロセスとの関連でも理論的実証的に明らかにしなければならない。

以上の課題の検討は後日を期すことにする。
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注

１）リンパーク（Th. Limperg jr.）は，ドイツ型時価主義会計の一つである有機的貸借対照論

（organishe Bilanztheorie）を提唱したシュミット（Friz Schmidt）とほぼ同じ時代に，取替価値

理論（vervangingswaardetheorie）を主張し，オランダ型時価主義会計の基礎を築き，その後，

オランダにおいて会計理論のみならず，会計実務にも甚大な影響を及ぼした。取替価値会計は，

リンパークの取替価値理論を適用して年次決算書を作成する会計方法ということでもあるので，

「取替価値理論の年次決算書への適用」（toepassing van de vervangingswaarde in de jaarreken-

ing）とも表される。リンパークの取替価値理論の原型は Limperg（1937）で示されている。リ

ンパークは生前に著書を出版することはなかったが，没後 1964 年から 1965 年にかけて彼の弟子

たちによって講義録などをベースに全７巻の著作集（Bedrijfseconomie, verzameld werk van

Prof. Dr. TH. Limperg Jr. Deventer: Kluwer）が刊行された。その中の第 1巻と第 6巻で取替価

値理論が取り扱われている。その後，フローエネフェルト（Groeneveld, G. L.）がこのエッセン

スを要約するとともに，リンパーク以後の取替価値理論の展開について一書にまとめたのが

Limperg en Groeneveld（1979）である。リンパーク取替価値理論を批判的に研究するとともに，

オランダの企業における取替価値理論の年次決算書への適用形態について詳細に研究した著作と

しては Klaassen（1975）がある。リンパークとシュミットの比較検討については Camfferman

（1994）を参照。

２）フィリップス社の取替価値会計が会計界で知られるようになったのは，同社の経理担当役員クラ

スが同社の取替価値会計の実践について，積極的に英文会計ジャーナル誌上で紹介したことに拠

るところが大きい。その嚆矢となったのがGoudeket（1952）と Goudeket（1960）である。特に

後者は，当時のフィリップス社の会計処理について詳細に紹介している。その後も，同社の経理

担当役員クラスや実際に取替価値会計に携わってきた元経理部員がその取替価値会計について積

極的に紹介してきたために，会計界でフィリップス社の取替価値会計が広く知られるようになっ

たことはいうまでもない。例えば，Vos（1970），Bakker（1977），Spinosa Cattela（1977），

Appelo（1982b），Spinosa Cattela（1982），Spinosa Cattela（1983）などがある。

Enthoven（1982）はフィリップス社の取替価値会計のみを取り扱った著書として有名である。

３）フィリップス社の以外の取替価値会計を個別に取り上げたものは少なく，例えば，アクゾ社

（Akzo N.V.）についてはWilschut（1975）と（1977）およびに Sloten（1981），ヴェサネン社

（Koninklijke Wessanen N.V.）のケースはKoedijk（1977）と Sloten（1981）などで概要が示さ

れているに過ぎない。この 2 社とフィリップス社の取替価値会計の比較検討は Nivra（1977,

pp.108-112）で行われている。

４）フィリップス社の取替価値会計から取得原価主義会計への転換については，久木田（1993），久

木田（1994a）および久木田（1996a）でも触れている。

５）ハイネケン社の歴史は 1863 年まで遡ることができるが，1873 年に Heineken’s Bierbrouwerij

Maatscappij N.V.として株式会社となった。1972 年に，現在の会社名でもあるHeineken N.V.に

名称が変更された。決算日は当初は毎年 9月 30 日であったが，1981 年以降は毎年 12 月 31 日で

ある。オランダの日刊経済新聞であるHet Financieele Dagblad が 2004 年版まで毎年秋に売上

高基準の企業ランキングを発表してきた。そのランキングでは，ハイネケン社は毎年 10 位から

20 位以内にランクされており，オランダを代表するトップ企業のひとつである。

６）オランダ企業会計実務における取替価値会計実践の推移を示した表Ⅳをみると，取替価値会計の

― 48 ―

オランダ・ハイネケン社の取替価値会計



全面的適用型である RVA・Ⅰ型が 1999/00 年度以降にはわずか 1社のみとなっているが，この

1社がハイネケン社なのである。

７）フィリップス社の場合と異なって，ハイネケン社の取替価値会計について単独で取り上げた論考

は寡聞して知らない。ハイネケン社の取替価値会計が取り上げられるのは，オランダ主要企業の

会計実践もしくは取替価値会計実践を相互比較する際に触れられるのが一般的である。たとえば，

Vos en Slot（1993），Brink en Langendijk（1995），Ashton（1981），久木田（2000b）などを参

照。

８）以下のオランダ取替価値会計実務の多様性に関しては，論述の都合上，久木田（1996b）および

久木田（2000a）と重複する部分があることをお断りしておく。

９）オランダでは従来，取替価値会計に基づいた補足財務諸表を作成・開示する企業も決して少なく

なかった。そのため，基本財務諸表は取得原価主義会計で作成・開示する企業が補足財務諸表を

取替価値会計に基づいて作成・開示する場合も，基本財務諸表を取替価値会計に基づいて作成・

開示する場合と同様に，取替価値会計の適用とみなしていることもある。しかし，基本財務諸表

の作成・開示に際して，取得原価主義会計と同様に，取替価値会計を容認していることにオラン

ダ会計制度の特質があるので，両者は峻別しなければならない。それは，取替価値会計適用企業

の中には取得原価主義会計に依拠した補足財務諸表を作成・開示する企業もあったが，このケー

スを取得原価主義会計の適用とはいわないのと同じである。なお，オランダの取得原価主義会計

適用企業における補足情報としての時価情報の開示の実態については久木田（1994b）で取り扱

っている。

10）Richtlijnen voor de jaarverslaggeving vanaf 1990, 1.03.408.

オランダの評価原則については Vijn en Slot（1993），Brink en Langendijk（1995），

Camfferman（1998），Camfferman（2001）およびKrens（2001）も参照。オランダの会計制度

の展開プロセスについては，Zeff et al（1992），Camfferman（1996）で詳細に取り扱われている。

11）土地を取替価値（時価）で評価することも可能であり，実際にそれを行っている企業はある。し

かし，土地は，不動産とはいえ費用性資産である建物と異なって，営業活動において費消に伴っ

て費用化し，損益計算に影響するものではない。そのため，土地の評価基準は取替価値会計の類

型化の識別基準としては考慮されない。土地の評価実態については，久木田（2002，19-22 ペー

ジ）で取り上げている。

12）近年，取替価値の代わりに時価（actuele waarde）という用語が使用される傾向が見られるが，

オランダ型時価主義会計を端的に表すのは取替価値会計であるので，ここでも評価基準としても

時価ではなく取替価値という表記を用いる。取替価値会計適用企業における時価の表記法と実態

の推移については久木田（2002，23-31 ページ）で触れている。

13）以下の会計処理では再評価差額に関する税金は考慮せず，全額を再評価準備金に計上することに

している。基本財務諸表上の処理（表示）については，取替価値会計の７つの類型の違いが端的

に示される部分のみをピックアップして表示している。

14）以下は，久木田（2000，17-31 ページ）でも取り上げた内容と類似しているが，設例の数字が異

なっているし，後で取り上げるフィリップス社のケースでは再評価差額に関するギアリング調整

と税金の問題がクローズアップされるので，そのことを考慮した設例になっている。ここでは，

取替価値会計の 7類型と取得原価主義会計の違いを明らかにするために，ギアリング調整は無視

した会計処理と基本財務諸表上の処理（表示）を示しておく。以下の設例や会計処理などは，
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Vijn en Slot（1993），Vijge（1999）およびKoetzier en Epe（2003）を参考にしている。

15）設例の設定条件によっては，ここでの結果と異なったものとなることはいうまでもない。設定条

件が異なる場合の比較検討は久木田（2000，27-31 ページ）で行っている。

16）ハイネケン社の年次報告書は，当初はOverlag over het boekjaar 1955-1956 のように表記してい

たが，その後，Jaarverslag 1981 のような表記となった。以下のハイネケン社の年次報告書から

の引用の際の出典表示では当該年度の年次報告書の表紙で示されたタイトルによる。

17）Camfferman（1996, p.224）ではハイネケン社が取替価値会計を導入したのは 1957 年度という趣

旨の記述が見られるが，年次報告書を仔細に見ると 1956 年 9 月決算からであることが明らかで

ある。

18）導入時の RVA・Ⅱ型は，数値例によるⅢの RVA・Ⅱ型の会計処理のように，再評価時に再評

価差額を再評価準備金と繰延税金負債に区分せず，Ⅱの RVA・Ⅱ型の会計処理のように取替価

値と取得原価との差額の全額を再評価準備金に計上する方法である。

19）フィリップス社は 1951 年度に取替価値会計を全面的適用に踏み切る以前には，1946 年から 1950

年まで取替価値会計を部分的に適用していた。主に 1912 年以降の年次報告書をベースにフィリ

ップス社の会計政策の展開プロセスを取り扱ったものに Brink（1990），Brink（1992），

Vangermeersch（1983）およびVangermeersch（1996）がある。

20）フィリップス社の全面的適用型の取替価値会計を 3つのパターンに峻別することおよびその会計

処理や基本財務諸表上での処理については，Appelo（1982a），Appelo（1982b），Bindenga

（1983），Dijksma（1983），Enthoven（1982），Koetzier en Epe（2003），Slot（1982），Spinosa

Cattela（1982），Spinosa Cattela（1983），Vijn en Slot（1993），Vijge（1999），Vos（1972）な

どを参照している。

21）ここでは取替価値会計の 7類型と取得原価主義会計の異同を明らかにするために設定したⅢの設

例に依拠しているために，久木田（1996a）での設例とは異なっているが，会計処理法と基本財

務諸表上の処理（表示）法は原理的に変わりはない。

22）ハイネケン社の取替価値会計実践とのその他の取替価値会計適用企業の会計実践の異同について

は，久木田（2000b）で調査対象年度の 1983/84 年度から 1998/99 年度に関してであるが，年度

ごと類型別に一覧で示している。
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